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論 文 要 旨       
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（論文題名） 

 

 

中小企業の航空機産業参入で得られる強みと他産業展開を通じた持続的成長可能性 

 

 

（内容の要旨） 

 本論文は、日本の中小企業が航空機産業に参入することで得られる競争力の源泉を分

析し、それが企業の持続可能な成長にどのように寄与するかを明らかにすることを目的

としている。事例研究の対象となった株式会社 NAKANO 社（以下、N社）は、航空機産

業で培った高度な加工技術や厳格な品質管理能力を基盤に、医療機器や半導体装置とい

った他産業への展開に成功した。 

 N 社の航空機産業への参入は、単なる新たな収益源の確保にとどまらず、技術的な飛

躍と競争力の強化をもたらした。この過程で、品質管理能力や複雑な素材加工技術、少

量多品種生産への柔軟性などを確立した。また、航空機産業で得た経験を他産業に応用

することで、持続可能な成長の循環モデルを構築することに成功した。 

 本研究は、航空機産業への参入が企業全体の成長戦略において重要な役割を果たすこ

とを示しており、航空機産業が中小企業にとっても新たな成長の選択肢となり得る可能

性を提起している。 
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1.はじめに 

 1.1.日本の航空機産業の歴史 

 日本の航空機産業は、第二次世界大戦後の

約 7年間にわたる空白期間を経て再始動し

た。この空白期間は、戦後の連合国による軍

需産業の禁止措置によって生じたものであ

り、日本は航空機製造業を含む軍事関連技術

の開発を完全に停止せざるを得なかった。 

 しかし、1950 年代に入ると、朝鮮戦争の

勃発が大きな転機となった。芦田（2005）は、

朝鮮戦争が日本の経済復興の始まりに計り

知れない影響を与えたと述べている。また、

この戦争を契機に、米軍からの航空機修理業

務の依頼が増加した。この点について、田中  

（2014）は、朝鮮戦争中に日本の航空機製作

会社が米空軍の F-51、T-6、C-46、B-26 のデ

ポレベルの検査修理を担当し、日本人技術者

が米空軍整備員にメンテナンス手順を教え

るほどの技術力を示したと指摘している。こ

れにより、日本の航空機産業は復興の第一歩

を踏み出すことができた。 

 こうした修理業務は、単なる機械的な作業

に留まらず、高度な技術力を必要とする工程

を多く含んでおり、戦前に培われた技術が再

び活用される重要な機会となった。このプロ

セスを通じて、日本は航空機製造の基盤を

徐々に再構築することに成功したのである。   

 1964 年には、初の国産旅客機である YS-11

が開発された。この YS-11 は、日本の航空機

産業における重要なマイルストーンとなり、

国内外の市場ニーズを満たすために設計さ

れた。しかし、製造コストの管理や市場競争

力の確保といった課題が浮き彫りになり、当

時の日本の航空機産業が単独での開発や生

産を維持するには限界があることが明らか

になった。沢田（1977）は、YS-11 の生産が

大きな赤字を残したことを理由に失敗であ

ったとする意見がある一方で、環境問題や国

家的な視点から判断すべきだと主張してい

る。そして、YS-11 の開発と生産の決定につ

いて、当時の状況を考慮すれば決して誤りで

はなく、歴史的使命を十分に果たしたものと

評価できると述べている。 

 山本（2018）は、1970 年代に日本が民間

航空機の国際共同開発に参画し、国内航空機

メーカーが分担生産を行うようになったと

説明している。これにより、日本の航空機産

業は、国際共同開発という新たな戦略を採用

し、課題に対応してきた。1982 年以降、日

本企業はボーイングの B767プロジェクトに

参加し、機体構造の製造を担当するとともに、

プロジェクト全体の 15%に相当するシェア

を占めるまでに成長した（図−1）。このプロ

ジェクトは、日本にとって国際的な技術基準

を学ぶ貴重な機会であり、世界市場で信頼を

獲得する足がかりともなった。その後、日本

はボーイングの B777プロジェクトにも参加

し、1995 年にはシェアが 21%に拡大した。こ

のプロジェクトでは、機体設計や製造だけで

なく、品質管理の高度化にも貢献し、日本の

航空機産業の技術的地位を大きく向上させ

る結果となった。 

 さらに、2011 年からのボーイング B787プ

ロジェクトにおいて、日本企業のシェアは

35%に達した。このプロジェクトでは、軽量

素材である炭素繊維が導入され、日本企業は

その製造プロセスで重要な役割を担った。こ

の段階で、日本の航空機産業は単なる部品供

給者から、より高度な技術を提供するパート

ナーへと進化し、国際的な航空機産業の中で

不可欠な存在となった。 

 一方で、2008年から三菱重工業株式会社

が進めていた国産旅客機スペースジェット

（MSJ）プロジェクトは、2023 年 2月に中止

となった。一般的には、FAA（米連邦航空
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図−1 日本の航空機産業の歴史 

出所：経済産業省 製造産業局（2023 年 6 月 6 日）：我が国の航空機産業の現状と航空産業を取り巻く国際的な環境変化 

 

の型式証明取得における遅延や設計変更、安

全基準への対応不足が中止の主な理由とさ

れている。このプロジェクトでは約 900件の

設計変更が行われたが、その多くは認証基準

を満たすための再設計や安全性向上の対応

であった。これに関して、安田・江崎（2024）

は、航空機メーカーとして必要な組織能力を

十分に構築できなかったことが失敗の要因

の一つであると指摘している。また、国産旅

客機の開発経験不足や海外サプライヤーと

の連携問題、さらにコロナ禍という外的要因

も重なり、これらがプロジェクトの失敗を招

いた要因として挙げられる。 

 このように、日本の航空機産業は戦後の空

白期間を経て復興し、国際共同開発を通じて

大きな成長を遂げる一方で、国産旅客機開発

における試行錯誤を繰り返してきた。 

 

 1.2.世界の航空機産業 

 世界の航空機産業において、特に民間航空

機分野では、完成機メーカーであるボーイン

グとエアバスという 2社が支配的な地位を

占めている（図−2）。 

 

 

図−2 民間航空機の受注機数 

出所：一般社団法人日本航空宇宙工業会（2024 年 8 月）『航

空宇宙産業データベース』を基に作成 

 

 この 2社は、民間航空機の受注量全体の約

9割を占めており、民間航空市場における寡

占的な市場構造を形成していることが特徴

である。 

 具体的には、2022 年時点でエアバスが 48%、

ボーイングが 37%の市場シェアを持ち、両社

を合わせると 85%に達している。両社がこれ

ほどまでに市場を支配している背景には、製
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品ポートフォリオの多様化や先進的な技術

力を基盤にした戦略的活動が挙げられる。こ

れにより、両社は市場での優位性を維持し続

けている。 

 溝田（2005）は、1970 年代以降、航空機

の研究開発コストが急速に増加したことで、

航空機製造ビジネスがハイリスク・ハイコス

トなものとなり、一企業単独で新しい航空機

を開発することが困難になったと指摘して

いる。また、国際共同開発のメリットについ

ても詳細に論じており、①一企業の負担能力

を超える開発費を参加者間で分担し、リスク

を分散できること、②プロジェクト参加国の

安定した需要を見込めるだけでなく、競合機

の減少を図れること、③各国やメーカーの既

存の販売システムを有機的に結びつけるこ

とで市場の拡大と販売力の強化を図れるこ

と、④航空機の自力開発と国際共同開発を調

和させ、長期的かつ計画的に行うことで、仕

事量の安定や技術開発力の確保を少ないリ

スクで実現できること、という点を挙げてい

る。このような背景を受けて、国際共同開発

が主流となっている。 

 

 

図−3 民間航空機産業の構造 

出所：関東経済産業局（2017 年 3 月）「航空機産業の動向と

参入のタイミング」を基に作成 

 

 この開発モデルにより、製造プロセスの効

率化が図られるだけでなく、複雑化するサプ

ライチェーンを統合し、各国が協力するグロ

ーバルなネットワークが形成されている。特

に、主要部品の製造や技術開発においては、

完成機メーカーと Tier 1 および Tier 2サプ

ライヤーの連携が鍵となる（図−3）。 

 航空機産業のサプライチェーンは、「完成

機メーカー」を頂点とするピラミッド型構造

を有しており、Tier 1 および Tier 2 メーカ

ーが部品供給と技術開発を担っている。日本

企業では、Tier 1 メーカーとして富士重工

業、川崎重工業、三菱重工業が挙げられ、こ

れら企業が主要部品の供給や技術革新の中

核を担っている。一方で、Tier 2 メーカー

には IHI、Nabtesco、住友精密工業、JAMCO、

横浜ゴム、多摩川精機などが存在し、専門性

の高い部品製造や技術支援を行っている。 

 このような分業体制は、製造効率を向上さ

せる一方で、完成機メーカーとサプライヤー

間の密接な連携を求めるものであり、グロー

バルな競争環境下での調整能力がますます

重要視されている。 

 

 

図−4 世界各国の航空宇宙工業売上高 

出所：一般社団法人日本航空宇宙工業会（2024 年 8 月）『航

空宇宙産業データベース』を基に作成 

 

 さらに、航空宇宙産業全体の売上高を見る

と、アメリカが 31兆円という圧倒的な規模

を誇り、フランス、ドイツ、イタリア、カナ

ダ、日本がそれに続いている（図−4）。アメ
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リカはボーイングを中心とした強力な産業

基盤を持ち、航空宇宙分野での国際的リーダ

ーシップを維持している。一方、日本は約 2

兆円規模と相対的に小さいが、Tier 1 およ

び Tier 2サプライヤーとして国際的な航空

機産業を支える重要な役割を果たしている。 

 

 1.3.今後の航空機産業 

 世界の航空旅客需要（RPK）は、2001 年か

ら 2021 年の間に約 2.7倍に成長した。 

 

 

図−5 世界の航空旅客需要（RPK）の予測 

出所：経済産業省（2023 年 6 月 6 日）「航空機産業の現状と

環境変化」 

(注) RPK：Revenue Passenger Kilometers 

 

 しかし、COVID-19 の影響により、一時的

に需要が急落した（図−5）。それでも、2022

年以降は回復基調を見せており、2042 年ま

でにさらに 2.4倍に拡大することが予測さ

れている。この成長率は年平均 4%とされ、

航空需要の長期的な増加が見込まれている。

この点について、経済産業省（2023）は、世

界市場が拡大を続ける中で、航空業界には依

然として大きな成長余地があると指摘して

いる。こうした回復と成長の見込みは、航空

業界全体にとって極めて重要であり、需要の

拡大に対応するためには、効率的かつ柔軟な

戦略の構築が不可欠である。 

 地域別に見た場合、2042 年までに、全世

界で約 40,527 機の民間航空機が必要とされ

ると予測されている（図−6）。 

 

 

図−6 地域別民間航空機予測(2042 年) 

出所：日本航空機開発協会（2023 年 3 月）「民間航空機市場

予測 2023-2042」を基に作成 

 

 地域別に見ると、アジア太平洋地域が全体

の約 39%に当たる 15,667 機と最も多く、そ

の後に北米（22%・8,956 機）、欧州（20%・

8,097 機）が続いている。このような地域差

は、アジアを中心とした経済成長、人口増加、

観光業の発展、および航空路線網の拡大とい

った要因に起因する。特にアジアでは、新興

国の経済台頭と都市化の進展が航空需要拡

大の原動力となっており、今後もこの傾向は

継続すると考えられる。 

 

 

図−7 サイズ別民間航空機予測(2042 年) 

出所：日本航空機開発協会（2023 年 3 月）「民間航空機市場

予測 2023-2042」を基に作成 

 

 航空機のサイズ別需要予測を見ると、単通

路機（101～230席）が最も多く、2042 年に

は 30,177 機が必要とされる見込みである

（図−7）。これは 2022 年の 17,147 機から約
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1.8倍の増加に相当する。この増加は、ロー

コストキャリア（LCC）の普及や短距離・中

距離路線での効率的な運航ニーズが背景に

ある。一方で、双通路機（231席以上）は 7,523

機、リージョナルジェット機（100席以下）

は 3,515 機と予測されているが、単通路機が

圧倒的なシェアを占める点が注目に値する。

このような市場動向は、航空機メーカーに対

して製品ポートフォリオの最適化を求めて

いる。 

 航空市場の今後の成長は、新興国市場を中

心とした旅客需要の拡大と単通路機需要の

増加によって支えられると考えられている。

この成長に対応するためには、航空機メーカ

ーが効率的かつ柔軟な開発戦略を採用し、地

域ごとの市場ニーズに応じた製品ラインナ

ップを構築することが重要である。特に、新

興国市場では経済成長や都市化の進展によ

り、軽量で低コストな航空機への需要が高ま

ると予測される。 

 また、航空機メーカーだけでなく、サプラ

イチェーン全体の効率化と技術革新が競争

力強化の鍵を握る。部品供給や製造プロセス

の効率化を図ることで、競争優位性を確保し

つつ、グローバルな航空市場での地位を向上

させる必要がある。 

 日本の航空機産業にとっても、この成長は

大きな機会となる。特に、日本は Tier 1 お

よび Tier 2 メーカーとして国際市場で重要

な役割を果たしており、これをさらに発展さ

せるための包括的な戦略が求められる。例え

ば、単通路機やリージョナルジェット機とい

った需要の多いセグメントにおける技術力

の向上や、環境対応型技術の開発が挙げられ

る。また、アジア市場をターゲットとした競

争戦略を強化し、日本企業の国際的なプレゼ

ンスをさらに高めることが重要である。 

 

 1.4.日本における航空機産業の重要性 

 日本の航空機産業は、製造業を基盤とする

日本経済の中で重要な位置を占める産業で

ある。現在の日本では、自動車産業が製造業

全体の 20%を占める主要な産業となってい

るが、2000 年代以降、激化する価格競争や

利益率の低下に直面している（図−8）。特に、

近年進展している電動化の流れにより、ガソ

リン車から電気自動車（EV）への移行が加速

し、自動車部品の需要構造に大きな変化をも

たらしている。 

 

 

図−8 2022 年の重要製造業の製造品出荷額 

出所：一般社団法人日本自動車工業会（JAMA）「自動車産業

の概要」[オンライン]。（アクセス日: 2025 年 1 月 4 日）、

https://www.jama.or.jp/statistics/facts/industry/を基

に作成 

 

 具体的には、ガソリン車では約 3万点の部

品が必要とされるのに対し、電気自動車では

約37%に相当する1万 1,100点の部品が不要

となる（図−9）。このような構造変化は、自

動車部品を主力としてきた中小企業に大き

な影響を与え、彼らが他産業への進出を迫ら
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れる要因となっている。この背景から、新た

な成長の場として航空機産業への期待が高

まっている。 

 

 

図−9 電気自動車で不要となる部品点数 

出所：株式会社日研トータルソーシング. コラム「つなぐ」：

新しい働き方に関する記事. [オンライン].  

https://www.nikken-totalsourcing.jp/business/tsunagu/

column/1135/ （参照日: 2025 年 1 月 4 日） 

 

 航空機産業は、自動車産業と同様にピラミ

ッド型の構造を持ちながら、その規模と技術

的な複雑性において自動車産業を大きく上

回る。望月（2013）によれば、航空機の部品

点数は 200～300万点ともいわれ、自動車の

部品点数（2～3万点）の約 100倍に達する

と指摘されている。また、航空機産業は裾野

が広く、波及効果も大きい産業であり、中

堅・中小企業にとってもビジネスチャンスが

期待できる分野であるとも述べている。 

 さらに、航空機産業では、完成機メーカー

やエンジン完成メーカーを頂点とし、その下

に Tier 1、Tier 2、Tier 3 の中小企業が加

工や部品製造などの高度な専門技術を駆使

してサプライチェーンを支えている（図−10）。

日本国内では、2011 年時点で Tier 2 に 404

社、Tier 3 に 1,058社の中小企業が存在し、

それぞれが高い専門性を活かして航空機産

業の発展に貢献している。 

 

 

図−10 日本の航空機のサプライヤー構造概

念図 

出所：日本政策金融公庫 総合研究所（2011 年 3 月 8 日）「航

空機産業における部品供給構造と参入環境の実態」 

 

 そして、渋武（2018）は、航空機産業が民

間分野における役割にとどまらず、防衛産業

としても重要な役割を果たしていることを

指摘している。地政学的リスクが高まる現代

において、航空機産業は日本の防衛力を強化

する上で欠かせない存在である。特に、航空

機やエンジンの国内生産基盤を維持・強化す

ることは、国防における自立性を確保するた

めの重要な要素とされている。 

 鈴木・藁品（2016）は、航空機産業が国家

の安全保障と密接に関連しているため、政府

がこれを戦略産業として積極的に支援する

必要があると指摘している。 

 航空機産業の特徴として、中小企業を含む

幅広いサプライチェーンによる支えが挙げ

られ、経済や技術の波及効果が極めて大きい。

この産業をさらに振興し、中小企業の参入を

促進するためには、政府による包括的な政策

支援が求められている。 
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 経済産業省（2023）は、航空機産業が持つ

高い波及効果が、防衛産業としての重要性と

密接に結びついている点を強調している。 

 以上のように、日本における航空機産業は、

自動車産業に依存してきた中小企業に新た

な成長機会を提供する産業であり、防衛力を

支える重要な役割も果たしている。さらに、

民間および防衛の両面で産業基盤を強化す

ることが、日本全体の経済成長と安全保障の

向上に不可欠である。この背景を踏まえ、航

空機産業をさらに振興し、中小企業の活用を

促進するための政策が必要である。特に、航

空機産業の持つポテンシャルを最大限に引

き出し、サプライチェーン全体の効率化と技

術革新を進めることが、日本の製造業全体の

持続的発展に寄与する鍵となるだろう。 

 

 1.5.日本の航空機産業の状況による構造

的課題 

 

 

図−11 日本の航空機産業の状況 

出所：経済産業省（2023 年 6 月 6 日）：我が国の航空機産業

の現状と航空産業を取り巻く国際的な環境変化 

 

 日本の航空機産業は、2つの大きな構造的

課題を抱えている。 

 第一の課題は、日本の航空機産業は、完成

機メーカーが存在せず、機体やエンジン製造

の一部に関与するにとどまっている。そのた

め、現在の産業構造は、主に Tier 1～2 レベ

ルの部品サプライヤーとしての役割に限定

されている（図−11）。この状況について、

竹田（2016）は、航空機産業が自律的に発展

し、国際市場での競争力を高めるためには、

「完成機事業の創出」が必要不可欠であると

指摘している。 

 完成機事業の創出においては、日本企業が

国際市場で主体的な役割を果たすことが求

められる。そのためには、航空機全体を統合

できる設計・製造能力を構築し、さらに政府

と企業が一体となって産業基盤を強化する

ことが重要である。経済産業省も、ボリュー

ムゾーン（単通路機や脱炭素化推進機体）の

完成機事業を支援する方針を打ち出してお

り、これは日本の航空機産業の未来を切り拓

く重要な指針となる。 

 第二の課題として、日本の航空機産業は、

ボーイングの双通路機プロジェクトにおい

て Tier 1サプライヤーとしての地位を確立

している一方で、単通路機市場への参入が進

んでいない点が挙げられる。さらに、ボーイ

ングの品質問題に起因する市場シェアの縮

小が、厳しい状況を招いている。この点につ

いて、経済産業省（2023）は、日本の機体構

造事業が双通路機を中心に Tier 1サプライ

ヤーとしての地位を確立しているものの、エ

アバス機や単通路機市場を取り込めていな

い現状を指摘している。また、機体構造関連

企業の収益性は、装備品・システム関連企業

やエンジン関連企業と比較して低い傾向に

あり、双通路機の生産額の伸びが限定的であ

ることや、単通路機市場では低コストかつ高

レートの生産が求められることを踏まえる

と、「参入市場の拡大」と「収益性の向上」

の両方が今後の成長に向けて重要な視点で

あるとしている。 

 こうした現状を打破し、持続的な成長を実

現するためには、エアバス機や単通路機市場

への積極的な参入が課題となる。特に、単通

路機市場は LCC の普及や短距離・中距離路線
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の需要増加によって最も成長が期待される

セグメントであり、日本の航空機産業にとっ

ても戦略的に重要な市場である。このため、

「国際共同開発によるシェア拡大」を実現す

るための取り組みが不可欠である。 

 「完成機事業の創出」に向けた試みとして、

ホンダジェットと MSJ プロジェクトの成果

と課題が挙げられる。 

 ホンダジェットは、本田技研工業が 1997

年に開発を開始した小型ビジネスジェット

であり、2016 年の販売開始後、5年間で世界

最多の出荷数を記録するという大きな成功

を収めた。この成果は、日本企業が航空機市

場で競争力を発揮し、国際的な地位を築く可

能性を示す好例となっている。しかしながら、

生産拠点が米国にあるため、日本国内の航空

機産業との直接的な関連性は限定的であり、

国内産業への波及効果が十分ではないとい

う課題も残されている。 

 一方、三菱重工業が2008年に開始した MSJ

プロジェクトは、国産初のジェット旅客機の

実現を目指したものであった。このプロジェ

クトには約 5000億円もの巨額な資金が投入

されたが、幾度もの設計変更や度重なる納入

遅延により、2023 年に撤退が決定された。

この失敗は、技術的課題の解決が難航しただ

けでなく、計画段階における戦略の不備や市

場ニーズの適切な把握が欠如していたこと

が要因であるとされている。特に、認証プロ

セスへの対応遅延や市場競争力を十分に発

揮できる製品仕様を確立できなかった点が、

プロジェクトの挫折につながった。 

 「国際共同開発によるシェア拡大」におい

て、日本の航空機産業はこれまで機体やエン

ジン製造の一部に限定された役割で国際共

同開発に参画してきたが、その構造には複数

の課題が存在する。例えば、日本企業は主に

ボーイングの双通路機プロジェクトで Tier 

1 の地位を築いてきたものの、単通路機市場

への参入が遅れている点である。単通路機市

場は、LCC の普及や短距離・中距離路線の需

要増加によって最も成長が期待されるセグ

メントであり（図−7）、航空機需要全体の大

部分を占めている。この市場ではボーイング

とエアバスが激しい競争を繰り広げており、

特にエアバスは競争力を強化し、受注数を着

実に伸ばしている。 

 

 

図−12  TOP 2 社の受注機種の推移 

出所：一般社団法人日本航空宇宙工業会（2023 年）『航空宇

宙産業データベース』を基に作成 

 

 さらに、日本の航空機産業に影響を与える

重要な要因として、ボーイングの品質問題が

挙げられる。2018年と 2019 年に発生したボ

ーイング機の墜落事故は、製品の安全性や品

質管理に対する批判を招き、同社の受注数を

大幅に減少させた（図−12）。2018年には 925

機の受注があったものの、2019 年には 243

機まで急減している。一方、エアバスはこの

間も受注数を増加させ、2023 年には 2,454

機に達し、ボーイングとの差を拡大している。

この状況は、ボーイングに部品を供給する日

本企業にも大きな影響を及ぼし、収益の低下

や信頼性の問題を生じさせた。 

 また、日本企業はエアバスのプロジェクト

に対して限定的な参画にとどまっており、そ

れに伴い、単通路機市場や持続可能な航空機

技術の分野での対応が遅れている。このよう
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な課題を解決するためには、エアバスを含む

多様なプロジェクトへの積極的な参画と、単

通路機市場での競争力を強化する取り組み

が不可欠である。 

 

 

図−13  構造的問題の構造化 

出所：筆者作成 

 

 図−13 は、日本の航空機産業が抱える二つ

の構造的問題、「完成機事業の創出」と「国

際共同開発によるシェア拡大」の課題を整理

し、それらを解決するための流れを示してい

る。 

 特に重要なのは、中小企業の積極的な参画

である。日本国内の中小企業は高度な技術力

と柔軟性を有しており、これらを活かして国

際共同開発に主体的に関わることで、航空機

産業全体の競争力向上に寄与する可能性が

高い。図−13 が示すように、中小企業が単な

る下請けにとどまらず、開発やイノベーショ

ンのプロセスで主導的な役割を果たすこと

が、日本の航空機産業が直面する課題を解決

する鍵となる。 

 実際に、坂田（2014）はアメリカやカナダ、

欧州における中小企業の役割と、それを支え

る政府支援の重要性を指摘している。これら

の成功事例では、中小企業が製品開発や設計

段階で重要な役割を果たし、国際市場での競

争力を高める原動力となっている。 

 このような構造的課題を克服するために

は、政府と民間企業が連携し、中小企業が積

極的に参画できる環境を整備することが不

可欠である。技術開発支援や資金調達の仕組

みを強化し、国際プロジェクトへのアクセス

を支援することで、中小企業の可能性を最大

限に引き出すことができる。 

 日本の航空機産業がこれらの課題を克服

することで、単なる部品サプライヤーにとど

まらない包括的な産業基盤を構築し、国際市

場でのプレゼンスをさらに向上させること

が可能となる。それにより、日本は航空機産

業を通じた持続可能な経済成長を実現し、世

界市場において欠かせない存在へと進化す

ることが期待される。 

 このような産業構造の転換は、日本の航空

機産業の将来を左右する重要な鍵であり、中

小企業の積極的な参画が鍵となるだろう。 

 

2.問題意識 

 2.1.中小企業による航空機産業への参入

意欲の低下 

 日本の航空機産業は、かつて MSJ プロジェ

クトを通じて成長性と魅力を備え、多くの中

小企業にとって新たなビジネスチャンスと

して期待されていた。しかし、このプロジェ

クトが失敗に終わったことで、産業全体の信

頼性が低下し、現在ではその魅力を大きく損

ねている。さらに、航空機産業特有の高い参

入障壁と厳しい競争環境が相まって、多くの

中小企業が参入をためらう状況に陥ってい

る。 

 航空機産業に参入するためには、JIS 

Q9100 のような高度な品質管理規格の取得

が必要不可欠である。しかし、この規格の取

得には多額のコストとリソースが求められ

るため、中小企業にとって大きな負担となっ

ている。このような現状の中で、多くの中小

企業は参入をためらい、既に参入している企

業でさえも事業を多角化し、他産業へ転換す

るケースが増加している。 



 10 

 例えば、あるクラスター代表者は「航空機

産業は業界の厳しさが目に見えるため、参入

を検討する企業が慎重になっている」と述べ

ており、元クラスター会長も「品質基準が非

常に厳しく、量産も難しいため、多くの企業

が撤退している」と指摘している。このよう

に、参入障壁の高さや競争環境の厳しさが中

小企業の参入意欲を大きく削ぎ、結果として

日本の航空機産業の魅力をさらに低下させ

る悪循環が生じている。 

 図−14 の JIS Q9100登録件数の推移を見て

も、2003 年から 2018年にかけては安定的に

新規参入企業が増加していたが、2018年か

ら2024年の間にはわずか44件しか増加して

おらず、新規参入の勢いが著しく低下してい

る。 

 

 

図−14  JIS Q9100 登録件数（累計） 

出所：経済産業省 (2017 年) 航空機部品産業における生産

管理・品質保証ガイドブックを基に 2003~2018 年作成 

出所：International Aerospace Quality Group OASIS V3. 

Retrieved January 5, 2025, from 

https://iaqg.org/tools/oasis-v3/を基に 2024 年作成 

 

 2.2.研究の必要性 

 これまでの研究では、航空機産業の外部環

境や国際サプライチェーンにおける日本企

業の役割について多くが論じられてきた。 

 たとえば、山崎（2011）は、ボーイングや

エアバスが主要技術を維持しつつ製造工程

を外注することで、コスト削減と競争力強化

を図っている点を指摘している。この外注戦

略は、グローバルなサプライチェーンの中で、

日本の中小企業が果たす役割の重要性を浮

き彫りにしている。具体的には、日本の中小

企業が精密部品や技術供給を通じて国際的

なサプライチェーンの中で価値を提供して

いることが示されている。しかし、これらの

取り組みがグローバル競争において具体的

にどの程度の成果を上げているのか、またボ

ーイングやエアバスが技術移転や協業を通

じて日本企業との連携をどのように構築し

ているのかについては、さらなる分析が求め

られる。 

 天野・金・近能・洞口・松島（2006）は、

航空機産業特有の企業間関係と分業構造に

ついて詳細に掘り下げている。特に、航空機

メーカー、エンジンメーカー、航空会社の三

者間の関係性が水平統合よりも垂直統合に

依存している点を強調している。この垂直統

合の強さは、日本企業が国際的な競争で地位

を確立する上で障壁となる可能性がある一

方、戦略的な連携や技術的進化によって克服

できる可能性も示されている。 

 宮田（2019）は、アメリカ航空機産業の競

争力が政府支援や企業戦略に大きく依存し

ている点を分析している。特に、ボーイング

がシステムインテグレーターとして設計や

技術のコントロールを維持しつつ、外注戦略

を拡大している点に着目している。この外注

戦略は、日本の中小企業にとって重要なビジ

ネスチャンスを提供する一方で、特定の製品

や技術への依存度が高まるリスクも孕んで

いる。このリスクを回避し、持続可能な成長

を実現するための具体的な戦略が求められ

ている。 

 合田（2021）は、日本の航空機産業におけ

る企業間連携の形成過程を具体例を通じて

分析している。この研究は、川崎重工岐阜工

場を事例として、地域的な供給ネットワーク
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の強化が産業全体の成長にどのように寄与

するかを明らかにしている。また、民間航空

機部品の生産が増加する中で、地域的な産業

クラスターの形成が持つ戦略的意義につい

ても示唆を提供している。この研究は、今後

のクラスター戦略の立案において重要な示

唆を与えるものである。  

 これらの研究は、日本の航空機産業が直面

する外部環境の課題を多角的に分析してお

り、特に中小企業や重工企業の役割を理解す

る上で不可欠な視点を提供している。 

 日本の航空機産業における内部環境につ

いての研究は、産業構造の課題を明らかにし、

その克服に向けた方策を考察するための重

要な示唆を提供している。特に中小企業が直

面する人材不足や資金調達の困難さ、さらに

は単独での事業展開の制約といった現状に

着目し、産業クラスター形成や共同受注グル

ープの役割がこれまでの研究で強調されて

きた。 

 坂田（2014）は、航空宇宙産業における産

業クラスターの形成が中小企業の競争力を

向上させる鍵であると指摘している。人材や

資金、設備が不足している中小企業にとって、

単独で競争力を維持することは困難であり、

クラスターを形成することでネットワーク

を構築し、リソースを共有する重要性が強調

されている。また、クラスター化は地域経済

の活性化や産業全体の波及効果をもたらす

とされ、これらの視点は日本の中小企業が成

長戦略を策定する上で有益な示唆を提供し

ている。 

 岡田（2019）は、アジア地域を対象に航空

機産業クラスター政策の有効性を検証して

いる。産業集積の拡大が航空機産業の生産能

力向上に寄与する一方、政策支援の効果を最

大化するためには、MSJ プロジェクトの遅延

や国際競争の激化といった課題に対応する

必要性が示されている。この研究は、さらな

る政策支援の強化が必要であることを強調

している。 

 山本（2021b）は、産業構造の転換と国内

航空機部品産業の発展可能性に焦点を当て

ている。行政による設備投資や人材育成の支

援が、中小企業に海外の航空機メーカーやサ

プライヤーとの取引を直接確保する道を開

くと提案している。しかし、国内立地の不利

性や資本蓄積の不足といった課題が解決さ

れていないことも指摘されており、これらを

克服するための産業構造転換が必要である

としている。 

 これまでの研究は、中小企業や重工業企業

が直面する課題を多角的に分析している一

方で、参入後の企業がどのように競争力を維

持し、持続可能な成長を実現しているのかに

ついての具体的な分析が不足している。また、

JIS Q9100取得企業数の増加が鈍化している

現状を踏まえると、航空機産業への参入が中

小企業の成長にどのように寄与するのかを

解明することが重要である。 

 これらの課題に答えるためには、航空機産

業が中小企業にとって持続可能な成長の機

会となり得るかを検証し、産業全体の競争力

を強化する戦略を探る必要がある。 

 

3.研究目的 

 本研究の目的は、航空機産業への参入企業

が減少している現状の課題に対し、中小企業

が航空機産業への参入を通じて得られる技

術力や新たな強み、さらにそれらを活用した

他産業展開による持続的成長の可能性を明

らかにすることである。 

 具体的には、航空機産業が持つ高度な品質

基準や技術要求が中小企業に与える影響を

分析し、その結果として得られる技術力向上 
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図−15 航空機産業と他産業との差 

出所：日本政策金融公庫 総合研究所 (2011) 航空機産業における部品供給構造と参入環境の実態を基に作成 

 

や競争力の獲得を特定する。また、これらの

強みが既存事業や新規事業の発展にどのよ

うに活用されるかを検証し、参入の持続可能

性や波及効果を明確にする。 

 さらに、本研究を通じて中小企業が航空機

産業を新たな成長戦略として積極的に選択

することを目指す。これにより、日本の航空

機産業全体の競争力向上と持続的な発展に

寄与し、産業構造の強化に貢献することを最

終的な目標とする。 

 

4.先行研究 

 4.1.航空機産業と他産業との差 

 航空機産業と他産業を比較すると、航空機

産業が持つ特殊性と、それに伴う参入障壁が

明確になる。自動車産業では、日本国内に完

成車メーカーが存在しており、これが産業全

体の基盤として機能している。一方で、航空

機産業には完成機メーカーが存在せず、Tier 

1 企業も限定的である。このため、新規参入

のタイミングが限られ、最終顧客のニーズを

的確に把握することが難しい（図−15）。  

 また、航空機産業は非常に高い品質基準を

要求する産業である。自動車産業では 100%

の良品率が必須ではなく、アルミやプラスチ

ックといった汎用素材が主流であるのに対

し、航空機産業ではチタンなどの特殊な金属

材料が使用され、その加工には高い技術力が

求められる。この特殊素材は修正が許されな

いため、1つ 1つを完璧に仕上げる必要があ

る。さらに、航空機は運用中に停止が許され

ないため、100%の品質保証が求められる。こ

のため、航空機産業特有の品質管理規格（JIS 

Q9100 など）の取得が不可欠となる。 

 部品点数の観点でも、自動車産業が約 3

万点で多くの部品が共通化されているのに

対し、航空機産業では約 300万点の部品が存

在し、その多くが専用部品である。この少量

多品種生産の特性は、納期厳守の必要性や取

引量の不透明さと相まって、特に中小企業に

とって参入障壁を高める要因となっている。 

 これらの要因により、航空機産業は他産業

と比べて参入が非常に難しい産業であり、日

本政策金融公庫（2011）は、高い参入障壁が

産業の特性と相互に関連している点を指摘

している。 

 日本政策金融公庫（2011）の報告によると、

航空機産業には独自の特性や高い品質要求、

特有の業界慣行が存在し、これらが参入障壁

を形成していると指摘されている。航空機は

過酷な運用環境下で長期間使用されるため、
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高い安全性、耐久性、耐衝撃性が求められる。

また、近年では軽量化や低燃費化が特に重視

されている。こうした背景から、航空機産業

では特有の認証取得、長期的な投資回収、限

られた取引ボリュームといった要素が複雑

に絡み合い、他産業と比較して極めて高い参

入障壁を形成していると考えられる。 

 

 4.2.航空機産業から他産業への進出可能

性 

 航空機産業の高い参入障壁は、その分、参

入企業にとって大きな技術的進化や信頼性

向上の機会をもたらしている。以下に、先行

研究を踏まえた進出可能性について考察す

る。 

 山本（2011）は、航空機産業への参入がも

たらす最大のメリットは、高度な技術力や信

頼性の向上を通じて、企業がさらなる事業展

開を可能にする点であると指摘している。こ

のような展開は、航空機産業を基盤とした収

益構造の強化を促し、他分野での成長 

を実現する戦略として重要である。 

 鈴木・藁品（2016）の研究では、航空機産

業の厳格な製造プロセスや品質基準が、他産

業における競争力の源泉となる点が示され

ている。JIS Q9100 の取得などを通じて獲得

された技術力と信頼性は、他産業での新規事

業展開や競争優位性の確立に寄与する要素

であると指摘されている。 

 経済産業省（2022）の調査では、航空機産

業で培われた高度な技術力が、需要変動への

柔軟な対応を可能にし、事業基盤の多様化に

寄与する可能性が示されている。特に中小企

業にとって、この技術応用の柔軟性が持続可

能な成長の鍵となるとされている。 

 先行研究では、航空機産業における高度な

技術力や管理能力が、単に航空機産業内での

利益向上にとどまらず、他産業への展開を可

能にする潜在的な基盤となり得る点が強調

されている。 

 航空機産業の特徴として、非常に高い品質

基準や特殊な技術要件、厳格な納期管理が求

められる点が挙げられる。これにより、参入

した企業は高度な技術力と信頼性を獲得し、

それを基に既存事業や新規事業で競争力を

発揮する可能性がある。特に、航空機産業で

培われたノウハウを活用すれば、新たな市場

への参入や競争力のある事業モデルの構築

が期待される。このような展開により、企業

全体の成長や持続可能な発展が実現する可

能性は高い。 

 また、航空機産業は単なる参入の難しい市

場ではなく、長期的な視点に立てば中小企業

にとって広範な成長機会を提供するプラッ

トフォームとなる可能性を秘めている。 

 しかし、これまでの研究は主に可能性の議

論にとどまり、航空機産業で得られた強みを

他産業に展開した具体的な事例については

十分に検討されていない。 

 このため、本研究では、航空機産業で培わ

れた技術力や管理能力が、他産業への展開に

どのように寄与しているのかを具体的に明

らかにすることを目的とする。その結果とし

て、航空機産業が中小企業の持続的成長にお

いて果たす役割をより深く理解し、さらなる

成長戦略を提示するための実用的な価値を

示す。 

 

5.事例研究 

 5.1.事例研究対象企業の選定基準 

 本研究では、航空機産業における他の中小

サプライヤーにも共通する特徴を持ち、一般

的な中小企業としての条件を満たす企業を

研究対象として選定するために、以下の基準

を設定した。 
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 ①資本金 3億以下、従業員 300 人以下であ

ること。この条件は、中小企業庁が定める中

小企業基本法の定義に基づいている。 

 

 

図−16  JIS Q9100取得企業の中 

クラスター参入比率 

出所：National Association of Machining and Aircraft 

Components Homepage Retrieved (2025 年 1 月)from 

https://namac.jp/を基に作成 

 

 ②クラスターに参加しており、外部との情

報交流が可能であること。この条件は、航空

機産業では、防衛関連の機密性や契約条件に

より、情報公開が制限される企業が多い中、

クラスターに参加することで外部との接点

を持つことが一般的となっている。実際に

JIS Q9100 取得企業のうち約 55%がクラス

ターに参加しており、 情報交流や技術共有

の場としてクラスターは競争力を高める重

要な役割を果たしている（図−16）。 

 

 ③JIS Q9100 を取得したうえで、航空機産

業における実績を有していること。この条件

は、単に認証を取得しているだけでなく、実

際に納品実績を持つことで航空機産業特有

のノウハウを取得していることを示す。 

 

 

図−17  JIS Q9100取得企業の担当工程 

(複数回答 N=190） 

出所：経済産業省 (2021) 航空機産業及びその周辺産業にお

ける中小企業のあるべき姿と政策の方向性調査を基に作成 

 

 ④機械加工技術を保有していること。この

条件は、機械加工は航空機産業における主要

な工程の一つであり、JIS Q9100取得企業の

中でも最も多い担当工程である。調査結果に

よると、アンケート対象となった 190 社のう

ち、130 社が機械加工を担当しており、次い

で熱処理（68社）、試験・品質管理（45 社）

と続いている（図−17）。このことからも、

機械加工を保有していることは、航空機産業

で最も一般的な要素であるといえる。 

 

 ⑤航空機産業進出後、他産業への展開実績

があること。この条件は、本研究の目的であ

る「航空機産業で得られた技術やノウハウが

他分野でどのように応用されているか」を具

的に検証するために必要不可欠である。 
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図−18 N社の概要 

出所：N 社の HP やインタビューを基に作成 

 

 5.2.事例研究対象企業の概要 

 本研究で事例研究の対象として選定した

N社は、航空機産業をはじめとする精密部品

加工に特化した中小企業である。同社は、「時

代と共に常に変わり続け、顧客のために新し

い価値と高い品質サービスを提供する」とい

う企業理念のもとで事業を展開しており、そ

の取り組みは他の中小企業にも参考となる

点が多い。 

 1955 年に設立された N社は、資本金 2000

万円、従業員 42名（2022 年時点）という規

模を持ち、福島県福島市に本社および工場を

構えている。同社の事業の主軸は、精密部品

および航空機関連部品の試作や加工であり、

長年にわたり培われた高度な技術力を背景

に、厳しい品質要求に応える体制を整えてい

る。特に機械加工技術において優れた実績を

持つ同社は、航空機産業での厳格な品質基準

に応えることに成功している。 

 取得資格として、航空宇宙品質管理規格で

ある JIS Q9100 および ISO 9001 を有してお

り、これにより国内外での信頼性を確立して

いる。また、医療機器製造業登録（福島県）

も取得しており、医療分野など他産業への展

開にも積極的に取り組んでいる。このように、

同社の活動は航空機産業だけに留まらず、高

精度技術を求められる多様な分野において

もその価値を発揮している。 

 さらに、同社は航空機クラスター「まんて

んプロジェクト」に参加しており、企業間連

携や情報交換を通じて競争力の向上を図っ

ている。このクラスターへの参加は、技術革

新や新たな事業機会の創出に貢献しており、

中小企業が持続的に成長するためのモデル

ケースとなっている。N社の活動範囲は国内

に留まらず、2013 年にはアフリカでのイン

ターンプログラムを実施し、2017 年には宇

宙エレベーター関連事業にも参画するなど、

グローバルな視点での成長を目指す姿勢を

示している。 

 これらの取り組みは、航空機産業で得た技

術や経験を活用して他産業への展開を図る

可能性を示唆しており、N社は中小企業が多

角的な成長を遂げる好例といえる。厳格な品

質管理基準や技術要件を満たしつつ、他産業 

への展開を果たしている N社の事例は、航空
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図−19 N社の設立から第一事業拡大期 

出所：インタビューを基に作成 

 

機産業における中小企業の可能性を示す貴

重なケースである。 

 

 5.3.事例研究対象企業の歴史 

  (1)設立から第一事業拡大期 

 N社は、1955 年に東京都大田区で創業し、

その後、時代の変化に応じて柔軟に事業を展

開し、多様な産業分野での成長を遂げてきた

（図−19）。創業当初から 1980 年代半ばまで

は、フィルムカメラの機体部品を主力製品と

し、精密な機械加工を行っていた。この時期、

カメラメーカーとの緊密な連携を通じて、高

精度な部品加工技術を培うことに成功した。

この基盤技術は、同社のその後の事業展開に

おける競争力の中核を成している。 

 しかし、1980 年代後半になると、主要顧

客であったカメラメーカーがフィルムカメ

ラ事業からの撤退を決定し、それに伴い同社

も新たな事業分野への展開を余儀なくされ

た。1989 年には、新たにプリンター部品の

機械加工事業を開始する一方で、光通信およ

び防衛関連の精密部品の製造に着手した。 

特に光通信および防衛関連分野では、高度な

精密加工技術が求められ、同社は 3軸精密加

工などの先進的な技術を導入することで、こ

れらの分野における競争力を大幅に向上さ

せた。この転換期は、単に新たな市場に参入

するだけでなく、産業の多様化に対応する柔

軟性を示した重要な段階といえる。 

 なお、プリンター部品の機械加工事業は

1995 年に撤退したものの、光通信および防

衛関連の事業は現在に至るまで継続してお

り、同社の中核事業として確固たる地位を築

いている。 

 これらの分野では特に高い品質基準が要

求されるが、同社はこれを確実に満たすこと

で、技術的信頼性を確立し、顧客基盤の拡大

に成功している。 さらに、事業の成長に伴

い、同社は拠点の移転も経験している。創業

当初の 1955 年には東京都大田区に本社を置

いていたが、1965 年には埼玉県、1973 年に

は福島県へと移転を重ねた。これらの移転は、 

主要顧客であるカメラメーカーの拠点移動

に対応するためのものであり、顧客ニーズを



 17 

 
図−20 N社の第二事業拡大期 

出所：インタビューを基に作成 

 

最優先に考えた柔軟な経営判断の一環であ

ったといえる。また、移転先の地域特性を活

かした事業展開を行うことで、福島県におい

ては安定した事業基盤の構築に成功してい

る。地域密着型の経営を実現する一方で、産

業の発展に寄与する姿勢も示している。 

 

  (2)第二事業拡大期 

 N社は、2008年に第二事業拡大を果たし、

加工技術をさらに発展させることで、多様な

産業分野への進出を実現した。この事業拡大

は、航空機産業への本格的な参入を契機とし

て、医療機器や半導体装置といった新たな市

場への展開を成功させた。同社にとって、こ

の時期は新たな成長戦略を打ち出した転換

点であり、同時に競争力を飛躍的に強化した

重要な局面でもあった（図−20）。 

 同社は 2007 年から 2008年にかけて、ISO 

9001 および JIS Q9100 といった国際的な品

質マネジメントシステムの認証を取得した。

これにより、航空機産業における厳格な品質

基準を満たす体制を整え、航空機部品の製造

および供給が可能となった。この品質管理体

制の構築により、H社をはじめとする主要企

業向けに航空機部品加工を開始した。同社が

製造した部品は、高精度と耐久性が要求され

る航空機部品の品質基準を満たし、顧客から

高い評価を得るに至った。 

 さらに、2010 年には医療機器分野に進出

し、H社や S社といった大手企業向けに医療

部品の加工を開始した。この分野では、航空

機産業で培った加工技術がそのまま応用さ

れるだけでなく、医療製品特有の安全性や耐

久性への要求に応えるため、さらなる技術革

新が求められた。同社はこれらの要求に応え

ることで、医療機器分野でも競争力を確立し、

航空機産業で培った技術力を他分野に効果

的に展開する成功事例を築いた。 

 2016 年には、半導体装置部品の製造にも

着手し、T社をはじめとする顧客への製品供

給を開始した。半導体分野では、無垢材加工

能力や高い品質が求められるが、同社が航空

機産業で培った技術力は、これらの要件を満

たすための重要な強みとして活用された。こ
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の結果、同社は半導体市場でも顧客からの信

頼を獲得し、競争力の高い製品を提供する企

業としての地位を確立している。 

 このように、N社は航空機産業への参入を

足掛かりに、医療や半導体といった高付加価

値分野への事業展開を実現してきた。同社が

取得した JIS Q9100 の認証は、これらの分野

で求められる高い品質管理基準を満たすだ

けでなく、顧客からの信頼性確保にも大きく

寄与している。また、航空機産業から他分野

へ技術を展開する過程で、多岐にわたる産業

経験を積み重ねたことは、同社の持続的な成

長を支える基盤となっている。 

 加えて、同社の多様な事業展開は、外部環

境の変化に適応する柔軟性を示すとともに、

航空機産業で得られた技術の応用可能性の

高さを実証している。このような取り組みは、

単なる事業の多角化にとどまらず、新たな市

場機会を開拓する企業戦略として高い意義

を持つといえる。同社の歴史は、技術革新を

通じた競争力強化の成功例として位置づけ

られ、航空機産業における重要な事例研究と

しての価値を持っている。 

 

  (3)事業展開期 

 N社は、航空機産業への参入をきっかけに、

他産業への展開を積極的に進めることで急

速な成長を遂げ、安定した事業基盤を構築し

てきた。同社の成長は、単に新たな市場への

進出にとどまらず、航空機産業で培った加工

技術や高品質な製品製造能力を、他分野に応

用することで多様な分野での成功を収めた

点で注目に値する。 

 その成長過程を示す売上高の推移を見る

と、2009 年から 2022 年にかけて約 3倍の成

長を遂げており、同社の戦略的な事業多角化

が収益基盤の強化に寄与したことが明らか

である（図−21）。 

 

 
図−21  N社の売上高推移 

出所：インタビューを基に作成 

 

 図−21 に示される売上高の推移は、同社の

事業多角化の成功を象徴するデータである。

2009年から2022年までの13年間において、

年平均 7.5%という安定した成長率を達成し

ていることがわかる。この間、同社は航空機

産業を中心に据えつつも、医療機器や半導体

装置といった高付加価値分野に進出し、新た

な収益源を確立してきた。 

 

 
図−22  N社の売上構成比率 

出所：インタビューを基に作成 

 

 売上構成比率の変化を見ると、同社が単一

の市場に依存するリスクを回避しながら、事
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業多角化を実現していることがわかる（図

−22）。2009 年には光通信分野が売上の 80%

以上を占めていたが、2022 年にはその比率

が 48%にまで低下している。この間に医療機

器分野（19%）や半導体装置分野（22%）が新

たな収益源として加わり、同社の成長を支え

る柱となった。このような売上構成の変化は、

同社が多様な産業で競争力を発揮し、安定し

た収益基盤を確立していることを示してい

る。 

 これらのデータおよび事例は、N社が航空

機産業で培った技術力と経験を基盤に、他分

野で成長を遂げた成功モデルを示している。

同社の成長は、単なる売上増加にとどまらず、

事業の安定性と多様性を実現し、リスクを分

散する経営戦略としても評価されるべきで

ある。この成功要因をさらに深く分析し、他

の中小企業への応用可能性について検討し

たい。  

 

 5.4.航空機産業への参入 

  (1)参入前の状況と参入の経緯 

 N社は、航空機産業参入以前、光通信関連

事業に依存しており、売上が停滞する中で新

たな収益源を模索する必要に迫られていた。

この経営課題を背景に、同社は 2006 年に開

催された展示会で航空機産業クラスター「ま

んてんプロジェクト」の関係者との接点を得

た。この出会いを契機に、航空機クラスター

への参加が実現し、同業他社との情報共有や

連携の場を得ることで、航空機産業への参入

が具体的な目標として浮上した。 

 参入の背景には、主に「危機感」と「高い

参入障壁」という 2つの重要な要因が存在し

ていた。光通信事業に過度に依存していた経

営構造は、売上拡大の可能性が限られており、

事業の持続可能性に対するリスクが高まっ

ていた。一方で、航空機産業は長期的な投資

が必要とされるだけでなく、ISO 9001や JIS 

Q9100 といった厳格な品質管理基準を満た

す必要があり、その参入は容易ではなかった。 

 具体的には、2007 年に IHIが福島県相馬

市に工場を移転した際、N社は県の支援を受

けて IHI工場を見学し、「航空機産業で利益

を得るには最低でも 10 年の時間を要する」

との説明を受けた。このような状況にもかか

わらず、同社は将来的な成長が期待される分

野であるとの判断から参入を決断した。その

後、品質管理体制の強化を目的として、2007

年に ISO 9001 を取得し、1年間にわたる外

部コンサルタントとの勉強会を実施。その結

果、2008年には JIS Q9100 を取得し、航空

機産業への本格的な参入を果たした。 

 参入以前の同社の生産体制は、3軸加工機

や CAM（加工プログラム）を用いたアルミ、

銅、コバールなどの小型製品の精密加工を主

体としていた。光通信や防衛関連分野での微

細加工技術を強みとし、経営者が現場に直接

関与することで柔軟性の高い生産体制を構

築していた。このような現場主導の「課題解

決型」の経営姿勢は、新たな分野への挑戦を

支える重要な要素となった。 

 航空機産業への参入は、同社にとって新た

な収益源の開拓にとどまらず、技術的な飛躍

をもたらし、競争力を強化する契機となった。

同時に、参入の過程で培った品質管理能力や

複雑かつ難削加工技術は、他の産業分野にお

ける事業展開の基盤としても活用されるこ

ととなった。特に、航空機産業特有の厳しい

基準をクリアした経験は、医療機器や半導体

装置分野への進出を後押しする原動力とな

り、同社の持続的成長を支える重要な資産と

なっている。 

 また、航空機産業で得たノウハウは、他分

野での付加価値の高い製品開発に応用され、

企業全体の競争力を向上させる結果をもた
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らしている。このように、N社の航空機産業

への参入は、単なる事業多角化の一環ではな

く、企業の成長戦略を大きく前進させる転換

点となったと言える。 

 

  (2)参入後の状況と先行投資 

 N社は、航空機産業への参入により、生産

体制の抜本的な強化と先行投資を行うこと

で、競争力の向上と事業の安定化を実現した。

同社が参入初期において直面した課題の一

つは、航空機産業特有の高度な要求を満たす

ための生産設備が十分に整備されていなか

った点である。特に、H社向けの航空機部品

加工の受注を開始した際には、既存工場の天

井高などの物理的制約が課題となり、大型設

備の導入が困難であった。この状況を克服す

るため、同社は 2013 年に新工場への移転を

決断し、大規模な設備投資を実施した。 

 新工場では、航空機産業で求められる複雑

な加工要求に対応するため、牧野フライスの

5軸加工機（D500や a82M-5XR）やミツトヨ

の CNC三次元測定機（CRYSTA-Apexなど）を

導入した。この設備投資により、従来の 3

軸加工機中心の体制から進化し、5軸加工機

の導入によって加工の幅が大幅に広がった。

これにより、同社はアルミや銅、コバールと

いった従来の加工素材に加え、航空機産業で

使用されるチタンやジュラルミンといった

高付加価値素材にも対応可能な体制を整え

た。 

 また、加工サイズについても小型製品から

中型・大型製品まで対応可能となり、少量多

品種の高付加価値部品の製造が可能となっ

た。このような柔軟な生産能力の構築は、同

社の競争力向上に大きく寄与した。 

 さらに、航空機産業で得られた技術的な強

みとしては、複雑形状の加工技術、難削材の

加工技術、加工サイズの拡大が挙げられる。

これに加え、品質管理能力や納期遵守能力も

同社の競争力を支える重要な要素となって

いる。特に、航空機部品製造において求めら

れる高い精度や厳格な基準への対応は、同社

の生産体制を強化し、他産業での信頼獲得に

もつながった。 

 また、同社の技術力向上には、参入後に顧

客企業から提供された専門技術指導が重要

な役割を果たしている。例えば、加工面の段

差を最小限に抑える精密仕上げの技術につ

いては、顧客先での約 2週間にわたる現場指

導を通じて課題を克服し、仕上げ作業におけ

る専門性を大幅に向上させた。この経験を通

じて、航空機産業における高い品質基準への

対応力を確立し、同社が持つ信頼性の高い技

術基盤を形成することができた。 

 航空機産業参入後に構築されたこれらの

成果は、同社の事業戦略において重要な転換

点となった。特に、航空機産業での経験を活

かし、医療機器や半導体装置などの他産業へ

の展開を進めることで、収益基盤を多様化さ 

せることに成功している。同社の売上推移を

見ると、参入後の生産能力向上や新規事業分

野への進出によって大きな成長が見られる

（図−21、図−22）。 

 

  (3)航空機産業参入により得た強み 

 N社は、航空機産業への参入を通じて、技

術力、生産能力、管理能力を飛躍的に向上さ

せ、多様な分野での競争力を強化してきた。

その成果は、生産設備や加工素材、製品サイ

ズ、生産体制の進化にとどまらず、得られた

具体的な強みとしても顕著に現れている。同 

社の航空機産業参入前後を比較することで、

こうした進化と強化の過程が明確になる。
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図−23  N社の航空機産業参入により得た強みまとめ 

出所：筆者作成 

 

 航空機産業への参入に伴う進化は、単に設

備や素材の進化だけにとどまらない。同社が

得た強みは、複雑加工技術、難削加工技術、

大型部品の加工対応能力、納期管理能力、無

垢材の削り出し能力、小ロット対応能力、品

質管理能力、レピュテーション効果など、多

岐にわたる(図−23)。 

 

 ①複雑加工技術 

航空機部品は、構造が複雑で多くの部品が高

精度な寸法や形状を要求される。同社は航空

機産業での生産経験を通じて、これらの複雑

な要求に応える技術力を構築した。曲線や傾

斜面など、一般的な加工技術では対応が難し

い部分にも対応可能な技術力は、医療機器や

半導体装置といった他産業における競争力

を高める基盤となっている。 

 

 ②難削加工技術 

 航空機産業で多用されるチタンやジュラ

ルミンなどの難削材は、加工時に高い精度が

求められるだけでなく、素材そのものが切削

に対して硬いため、加工が難しいとされてい

る。N社は航空機産業での経験を通じて、こ

のような難削材の加工技術を習得した。特に、

5軸加工機を活用した曲線加工技術を磨く

ことで、難削かつ複雑な形状を持つ部品の加

工が可能となった。 

 

 ③ 納期管理能力 

 航空機部品では、厳密な納期管理が求めら

れる。同社は素材の支給や外部環境の変動に

伴う不確定要素を含めても、他産業で一般的

に 1ヶ月かかる納期を半分以下に短縮する

能力を持っている。この能力は、顧客の信頼

を得るだけでなく、競争力を高める重要な要

因として機能している。 

 

 ④大型部品の加工対応能力 

 航空機産業における大型部品の加工では、

高い品質基準を満たしながら不良率を最小

限に抑える必要がある。同社は、このような

大部品の加工においても優れた対応能力を

発揮しており、高精度と効率的な生産の両立

を実現している。 

 



 22 

 ⑤無垢材の削り出し能力 

 航空機部品の加工では、高い強度と精度が

求められるため、無垢の金属から直接削り出

す工程が一般的である。この削り出し工程は、

高度な技術力と効率的なプロセスが不可欠

であり、加工時間の短縮が直接的に利益向上

につながる。同社は、航空機産業で培った技

術を活かし、効率的かつ正確な削り出し加工

を実現している。この結果、原材料の利用効

率を最大化し、製造コストの削減と高品質な

製品の提供を両立している。 

 

 ⑥ 小ロット対応能力 

 航空機部品の加工では、大量生産ではなく、

小ロット生産が主流となっている。同社は、

少量多品種の生産体制を構築し、高付加価値

製品への対応を可能としている。高スペック

設備を活用している。 

 

 ⑦ 品質管理能力 

 航空機産業で求められる品質基準は極め

て高いものであるが、同社はその基準に応え

る品質管理能力を構築している。 

 

 ⑧ レピュテーション効果 

 差別化が難しい加工では実績がその役割

を果たしている。そこで航空機産業での実績

は他産業よりも高いレプリケーション効果

がある。それは単なる実績だけではなく、品

質、納期、組織能力などである。 

 

 ⑨ 本業から得られた強み 

 N社は、微細かつ精密な加工技術、粘り強

く挑戦を続ける姿勢、新しいことに積極的に

挑戦する企業風土、経営者の現場参画、さら

には積極的な外部活動を強みとしている。 

 

 

 5.5.他産業への展開 

  (1)医療機器産業への展開 

 N社は航空機産業で培った技術力と経験

を活用し、医療機器産業への進出に成功した。

同社がこの新たな分野に参入するきっかけ

となったのは、講演会で医療機器メーカーの

社長と名刺交換を行ったことである。その後、

数点の参考見積もりを提示し、ついに本受注

に至った。この案件は新しい機器の拡販時期

にあたり、大量生産が必要で金額も大きな案

件であった。これにより、営業基盤の構築が

進み、医療機器分野における初期段階での市

場参入を強力に後押しした。 

 N社の医療機器産業での競争優位性は、他

社では対応が難しい複雑な形状や高精度が

求められる製品に対応できる点にある。特に、

航空機産業で培った複雑加工技術や難削材

加工技術、高度な品質管理能力は、医療機器

分野においても高く評価されている。また、

試作段階で発生するトラブルや課題に対し

て、トライアンドエラーを繰り返しながらノ

ウハウを蓄積してきた経験も同社の強みと

なっている。これらの技術力と経験を活かし、

同社は新たな分野での競争力を確立するこ

とに成功している。 

 同社の売上推移を見てもその成功は明ら

かである。2014 年には 1.7 であった医療機

器分野の売上が、2022 年には 14.5 にまで成

長している（図−24）。この売上の大幅な増

加は、同社の技術力と営業力が相乗効果を発

揮した成果であり、新規参入企業としての成

功モデルを示している。また、整形外科用治

具および完成品の製造においても、航空機産

業で培った技術力を応用し、顧客ニーズに応

える製品を提供している。同社の競争力は、

難削材加工技術や複雑加工技術、高精度な品

質管理能力、納期管理能力、大きな部品の加

工対応能力、小ロット対応力、品質管理能力、
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レピュテーション効果、そして本業から得ら

れた強みといった総合的な能力に支えられ

ている。 

 

 

図−24  N社の医療機器産業の売上推移 

出所：インタビューを基に作成 

 

 さらに、医療機器産業における競争が激し

い環境の中で、同社は 10 年以上にわたる継

続的な取引を実現している。この背景には、

航空機産業で培った高精度加工技術や品質

管理能力が顧客から信頼を得たことが挙げ

られる。特に、医療機器部品の加工は形状が

複雑で試作段階で課題が多い分野であるが、

同社はこれらの課題を解決し、独自の技術を

確立してきた。こうした経験は、他社が単発

取引で終わる中で同社が継続的な取引を維

持する要因となっている。 

 このように N社の事例は、航空機産業で培

った技術や知見を新たな分野に応用し、競争

優位性を築いた好例である。特に、競争の激

しい医療機器市場において、単なる参入にと

どまらず、継続的な成長を実現している点が

注目される。 

 

 

  (2)半導体装置産業への展開 

 N社は、航空機産業で培った技術力を活用

し、半導体装置産業への進出に成功したので

ある。この進出の背景には、航空機産業の取

引関係の縮小に対する危機感があったので

あり、同社は航空機部品向けに先行投資とし

て導入したハイスペックな設備を再活用す

ることで、新たな市場への展開を図ったので

ある。この設備は、高精度な削り出し加工を

可能にし、半導体装置分野での競争優位性を

確立する基盤となったのである。 

 半導体装置部品は中・大型サイズのものが

多く、無垢材からの削り出し加工が求められ

る点で航空機部品と共通点が多い。N社はこ

の要求に応えるべく、高い剛性や主軸トルク

を備えた加工設備を活用し、効率的かつ高精

度な荒加工を実現したのである。特に、大量

の素材を削る必要がある大型部品の加工に

おいては、これらの設備が大きな役割を果た

している。これらの取り組みにより、同社は

顧客の多様なニーズに応えつつ、収益を向上

させる基盤を築いたのである。 

 さらに、航空機部品用に設計されたこれら

の設備は、半導体装置の加工においても高い

汎用性を発揮している。例えば、大型部品の

削り出し加工においては、不必要な素材を最

小限に抑えながら、高精度な形状を実現する

ことが可能である。このプロセスの効率化に

より、顧客にとってコスト削減や納期短縮と

いった価値を提供し、同社の競争力向上に寄

与しているのである。 

 航空機産業で培った難削材加工技術や複

雑加工技術、納期管理能力、大きな部品の加

工対応能力、無垢材の削り出し能力、小ロッ

ト対応能力、品質管理能力、そしてレピュテ

ーション効果が半導体装置産業にも応用さ

れているのである。特に、納期管理能力の高

さは顧客からの信頼を獲得する上で重要な
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要素であり、同社の多分野への展開を支える

基盤となっている。さらに、航空機産業で培

ったノウハウや経験を他分野に応用する「レ

プリケーション効果」により、半導体装置産

業でも同様の成功を収めているのである。 

 売上の推移を見ると、2016 年の半導体装

置産業への参入以降、売上は着実に拡大して

いるのである（図-25）。2018年には 3.3 で

あった売上が、2022 年には 16.3 に達し、6

年間で約 5倍の成長を遂げている。この急成

長は、設備投資と技術革新の成果を如実に示

しているものである。 

 

 

図−25  N社の半導体装置産業の売上推移 

出所：インタビューを基に作成 

 

 N社の成功は、航空機産業で培った知見と

技術を最大限に活用し、新たな産業分野で競

争優位性を築いた好例であると言える。特に、

競争が激しい半導体装置市場において、同社

が持つ加工能力と設備の優位性は、今後のさ

らなる市場拡大と他分野への展開を支える

重要な要素となるのである。また、先行投資

としての設備導入や既存技術の転用が、新規

分野への参入成功に寄与する可能性を示し

ているのである。 

 (3)他産業参入により得た強み 

 N社は、航空機産業で培った技術力を基盤

に、医療機器産業および半導体装置産業への

展開を通じて新たな強みを構築してきた。こ

こでは、これらの産業で得られた強みを具体

的に示し、それが企業競争力にどのように寄

与しているかを考察する。 

 

 ①強)複雑加工技術 

 医療機器産業においては、人体工学に基づ

いた骨の形状や複雑な構造を持つ製品の加

工を通じて、設計・製造における高度なノウ

ハウを蓄積した。この技術力は、単に精密加

工の範囲を広げるだけでなく、多様な顧客ニ

ーズに応える柔軟性を高めることにも貢献

している。結果として、同社は競争力を大幅

に向上させ、医療分野でのプレゼンスを強固

なものにしている。 

 

 ②強) 難削加工技術 

 医療機器産業や半導体装置産業では、CFRP

（炭素繊維強化プラスチック）やハステ

ロイといった特殊素材の加工が求められる。

同社は航空機産業で培った高精度な加工技

術を応用し、これらの特殊素材への対応技術

を習得した。これにより、複雑な形状や特殊

な機能を持つ製品を製造する能力が向上し、

競争力を確保している。 

 

 ③一貫生産プロセスの確立 

 医療機器産業では、設計変更への柔軟な対

応が頻繁に求められる。同社は 5軸の CAD

システムを活用し、設計から加工、仕上げ、

組立、最終的な完成品の納品までの一貫した

生産プロセスを確立した。このプロセスは、

品質向上や納期遵守を実現するだけでなく、

顧客からの信頼を確立する重要な要素とな
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っている。また、一貫生産によるコスト削減

効果により、価格競争力も強化されている。 

 

 ④海外とのコミュニケーション能力 

 医療機器産業への進出を契機に、海外の顧

客やパートナーとの効率的な情報共有と意

思疎通を実現する能力を確立した。この能力

は国際的なビジネス環境に対応する力を高

め、さらなる海外市場開拓を可能にしている。 

 

 ⑤高付加価値化 

 航空機産業で得られた技術やノウハウを

応用し、本業においても高付加価値製品の提

供を実現している。これにより、顧客からの

信頼性が向上し、収益の安定化に寄与してい

る（図-26）。 

 

 

図−26 N社の移転あたりの売上高推移 

出所：インタビューを基に作成 

 

 これらの強みを総合的に見ると、N社は新

たな産業分野での挑戦を通じて得られた技

術やノウハウを、将来的に航空機産業へと還

元する可能性が示唆されている。このプロセ

スは、異業種展開の成果を単なる外部市場で

の成功にとどめず、既存事業の競争力を高め

る好循環を生み出す潜在的な基盤を提供す

るものである。同社の事例は、企業が異業種

への進出を通じて持続可能な競争力を構築

するための可能性を示唆しており、他企業に

も重要な示唆を提供するものである。 

 

6.考察および本研究のまとめ 

 6.1.理論的貢献 

 本研究の貢献の一つは、航空機産業で得ら

れた強み（例：高度な加工技術、厳格な品質

管理能力）が他産業（医療機器産業や半導体

装置産業）に展開され、具体的な価値創出と

競争力強化の結果をもたらしたことを実証

した点にある。これまでの先行研究では、他

産業への進出可能性が議論されてきたもの

の、実際にその強みが他産業でどのように活

用され、競争力として具現化されたかを具体

的な事例で示す分析は不十分であった。本研

究は、N社の事例を通じて、その具体的な過

程と成果を解明することで、新たな理論的視

点を提供している。 

 特に、N社が航空機産業への参入を通じて

得た競争力が、他産業において一般的な中小

企業としても成果を出せる可能性があるこ

とを示唆している。これにより、航空機産業

の参入企業全体の成長を支える基盤となる

だけでなく、他の中小企業にも広く適用可能

なモデルケースを提示した。 

 

 6.2.新たな着眼点 

 ①他産業を通じて得られる新たな強み    

 N社の事例では、航空機産業で求められる

能力（例：一貫生産能力、海外顧客対応力）

が、医療機器産業や半導体装置産業といった

他産業での経験を通じてさらに磨かれる傾

向が見られた。このような他産業で得られた

知見は、再び航空機産業に還元され、相乗効

果を生む可能性がある。特に、一貫生産能力

に関して山本（2019a）は、中小企業が一貫

生産能力を有することがその成長に大きく

寄与すると指摘している。一貫生産プロセス

の構築や国際的なビジネス対応力の向上は、

新たな市場での競争力を高めるだけでなく、
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既存事業の効率性や収益性の向上にも大き

く貢献すると考えられる。 

 

 ②パラドックス：他産業展開による航空機

産業での縮小傾向 

 一方で、N社の事例では、航空機産業で培

った強みが他産業での成功を支える一方、設

備や作業者の分散が進むにつれて、航空機産

業における活動が縮小する傾向も見られた。

この現象は単なるキャパシティオーバーの

問題ではなく、他産業と比較して航空機産業

が相対的に厳しい環境であるため、経営判断

の結果として生じる逆説的な状況である。こ

の傾向は、日本の航空機産業が抱える構造的

な課題とも関連し、中小企業が自主的な努力

だけでは解決が難しい側面を含んでいる。し

たがって、航空機産業全体の競争力向上には、

政策的な支援や業界全体での協調が不可欠

であることが示唆される。 

 

 6.3.研究目的とその達成 

 本研究は、参入企業の減少という現状の課

題に対し、中小企業が航空機産業参入で得ら

れる強みを他産業展開を通じた持続的成長

可能性を明らかにすることを目的とした。こ

の目的に対して、N社の具体的な事例を検証

することで、以下の点を明確にした。 

 N社が他産業で成功を収めた要因として、

航空機産業で得た高度な技術力と品質管理

能力が挙げられる。これらの強みは、他産業

での経験を通じてさらに深化し、相互補完的

な成長の基盤を形成している。一方で、他産

業展開が航空機産業での活動縮小を招く可

能性がある点は、業界全体での課題として認

識すべきである。この点を克服するには、業

界や政策レベルでの支援策が必要であり、特

に中小企業が技術革新を通じて多分野で活

躍できる環境整備が求められる。 

 6.4.最後に 

 N社の事例は、航空機産業から得た技術や

ノウハウを他産業に応用し、新たな強みを構

築する可能性を示した好例である。しかしな

がら、同時に航空機産業そのものの持続可能

性を維持するためには、企業単独では解決が

難しい課題も明らかとなった。本研究の成果

は、航空機産業のみならず、他産業への展開

を目指す中小企業にとっても重要な示唆を

提供するものであり、産業全体の競争力向上

に貢献する可能性を秘めている。 
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